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Ⅰ 答申

当審議会は、慎重に審議を重ねた結果、下水道事業は適正に運営されており、

下水道使用料についても、現行の排出量区分及び料率を据え置くべきとの結論

に達しました。

今後も、市は引き続き下水道事業特別会計の健全化に努力し、３年程度を目

途に定期的に下水道事業を検証するとともに、一層の経営努力を行うことを要

望し、改めて使用料の検討について十分に配慮されたい。

加えて下水道事業特別会計の健全化を図るため、回収率は独立採算制の原則

を踏まえ長期的には 100％を目標とし、中期的には多摩 26 市平均の水準を目指

し、経営改善に取り組むよう努力をされたい。

また、市の下水道事業が市民はもとより、多くの下水道使用者に理解を頂け

ることを期待します。

これらを実現するために、総務省が進める公営企業会計への移行を早期に

実施し、経営状況の明確化、使用料の適正な算定、損益取引と資本取引の把握、

市民への明確な説明を行うとともに、下水道事業の適正な運営を進めるため、

各種制度の活用を検討しながら適切な長期的展望が見える経営戦略を策定する

ことが必要です。

Ⅱ 下水道事業の考察

１ 基本的な下水道事業について

西東京市は、総合計画により「やさしさとふれあいの西東京に暮らし、まち

を楽しむ」を目指して様々な方面で取り組みをしている。その中で下水道事業

は、汚水の処理対策としての生活環境改善及び河川など公共用水域の水質保全

に大きな役割を果たすとともに、雨水の住宅地等への浸水対策など都市の社会

基盤には不可欠なものである。

本市の下水道事業は、昭和 49 年の建設事業開始後、平成 25 年度末までに市

域 1,585ha の公共下水道（汚水）普及率がほぼ 100％となっている。一方では、

公共下水道を使用している人口は約 96.9％である。この下水道の普及の結果、

河川等の汚濁防止などの環境保全が図られている。また、溢水地域の計画的な

解消などにより市民の安全で快適に暮らすまちづくりが図られている。

今後は、既存の公共下水道施設の補修及び耐震化や清瀬水再生センターの老

朽化施設の更新、震災対策等を計画的に行っていく必要があり、また、これら

の施設は、市民の共有財産として、将来にわたりその利便性を引き継いでいけ

るよう、適切に維持されなければならない。

公共下水道事業は、地方財政法第 6 条（注）の規定により「公営企業の経費

は、当該企業の経営に伴う収入をもってこれに充てなければならない」とされ

ており、自立性をもって事業を継続していく独立採算制の原則が求められてい
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る。

しかしながら、社会基盤の施設整備にかかわる経費は、企業の経費収入のみ

で賄うものでないという考え方もあり、現実として、一般会計からの繰入がお

こなわれている。

（注）

（公営企業の経営）

地方財政法第 6条 全文

公営企業で政令で定めるものについては、その経理は、特別会計を設けてこれ

を行い、その経費は、その性質上当該公営企業の経営に伴う収入をもつて充て

ることが適当でない経費及び当該公営企業の性質上能率的な経営を行なつても

なおその経営に伴う収入のみをもつて充てることが客観的に困難であると認め

られる経費を除き、当該企業の経営に伴う収入（第五条の規定による地方債に

よる収入を含む。）をもつてこれに充てなければならない。但し、災害その他特

別の事由がある場合において議会の議決を経たときは、一般会計又は他の特別

会計からの繰入による収入をもつてこれに充てることができる。

そして、下水道の維持管理に係る費用のあり方については、その公共的役割

と私的役割に基づき、基本的には「汚水公費」「雨水私費」の原則により負担し、

それぞれ収入と支出のバランスを計っていくことが必要である。

しかし、本市の下水道事業の財政状況は、汚水処理費に占める下水道使用料

収入の割合が低く、独立採算制の原則が成り立っていない。

その主な理由は過去の下水道整備にかかる建設事業に伴って借り入れた市債

の償還金が嵩み、使用料収入での充当不足が生じるためであり、その解消に一

般会計から多額な繰入金をもって事業の収支均衡を図っている。

また、平成 23 年度には下水道使用料の改定を行い、使用者の水の使用実態、

世帯構成、経済的弱者、節水型社会並びに経済不況による大口利用者等に配慮

して、使用料体系を従量使用料部分の７段階区分から東京都23区並びに他市（武

蔵野市ほか 6 市）が採用する 8 段階の水量区分を適用し改定した。それにより

汚水処理費経費回収率（以下、「回収率」という。）が平成 22 年度の 53.0%から

平成 25 年度は 67.4％と 14.4 ポイント上昇し、改善を図ることができた。

しかし、平成 25 年度決算において、多摩 26 市平均回収率では 101.9％に対し

本市は 67.4％であり、多摩 26 市中最下位の状況である。

なお、平成 22 年度における下水道審議会では、「今後、市は、使用料改定後

も引き続き、下水道財政の健全化に努力し、３年程度を目途に定期的に下水道

事業のあり方を検証するとともに、一層の経営努力を行うことを要望し、改め

て使用料の見直し等について配慮されたい。加えて下水道事業特別会計の健全

化を図るため、回収率を長期的には独立採算制の原則を踏まえ、100％を目標と
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し、中期的には、多摩 26 市平均の水準を目指し、経営改善に取り組むよう努力

をされたい」としている。

平成 26 年度に設置した下水道審議会は、このような本市の下水道事業の財政

状況、経費削減の努力、他市の状況、今後の事業計画・経営状況等の各種資料

を検討し、諮問内容についてその合理性、妥当性および公平性の点から慎重に

審議した。

２ 下水道使用料の現状と分析

当審議会は、下水道に関する関係法令等や制度および市の財政状況及び下水

道事業の財政状況の推移など、下水道事業の運営について、市から提出された

資料及び詳細な説明を受け、質疑、意見の交換を行った。

（１）汚水処理費に係る使用料

下水道事業は、地方財政法上では、独立採算制を原則としており、一般会計

繰入金については、下水道事業を行うための財源となっているが、基準内（雨

水処理経費等）以上の負担を市の一般会計から求めるべきではない。しかしな

がら、市の一般会計から下水道事業特別会計への繰入金は、平成 16 年度をピー

クに毎年微減傾向にあるものの、平成 25 年度においては約 11 億 5 千万円であ

り、市の自主財源（約 360 億 4 千万円）の 3.2％を占め、市の財政運営に影響を

きたしている。また､下水道事業特別会計の歳入（約 43 億 2 千万円）に占める割

合は 26.7％である。

汚水処理費は、下水道使用料で賄う経費に対して上回っており、回収率は

67.4％にとどまり、汚水処理費の約 3 分の 1 の下水道使用料が不足しているこ

とになる。これは、建設事業に係る費用を借り入れた市債の資本費が高く多摩

26 市中、本市は７番目となっている。

平成 26 年３月に策定された本市の「西東京市第４次行財政改革大綱」アクシ

ョンプラン（平成 26 年度版）において、推進項目（４）特別会計の健全化、実

施項目として「下水道事業特別会計の健全化」が位置付けられ、目的として「独

立採算制の原則を踏まえ、一般会計からの法定外繰入を抑制する」が示され、

長期的に目指す方向性等については「一般会計からの基準外繰出金を抑制する

ため、引き続き様々な手法により経費削減を図るとともに、料金改定を計画的

に実施する」とし、取組概要では「下水道審議会において、下水道使用料及び

料金体系の適正な水準を検討し、健全な経営を目指す」としている。

本来、下水道事業特別会計において、下水道使用料で賄うべき汚水処理費等

の経費は、下水道使用料をもって充当し、その収支均衡を図ることが基本であ

り、このことに努力することが求められている。また、収支均衡については、

長期的な視点からの考察が必要であることから、下水道使用料を検討する場合
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において、今後の推移や現在の経済情勢等を十分に配慮する必要がある。

（２）市債の低減と費用負担の公平性

下水道事業の運営費用は、施設に関する資本費と維持管理費からなる。

下水道事業は、建設に多大な費用（総額約 677 億円）がかかるという特殊性

から、その建設費のほとんどを市債（借入金・総額約 453 億円）で賄っている。

その市債残高は平成 25 年度末で約 102 億 9 千万円であり、平成 25 年度元利償

還額は約 18 億 1 千万円である。一方では、国の臨時特例措置として公営企業経

営健全化計画を策定し、公的資金補償金免除繰上償還を実施し平成 19 年度から

平成22年度に高金利から低金利への借換えをしたことによる公債費の低減によ

り、汚水処理費のうち資本費の減少が図られた。しかし、建設に伴って発行し

た市債の償還金は償還期間中に毎年度発生していくものであり、下水道事業経

営は短期的な視点でなく、中・長期的な視点に立つことが必要である。

この多額の投資に関する資本費については、世代間に不均衡を生じさせない

よう、現在の世代とこれから下水道施設を利用していく将来世代とで公平に負

担をしていくことが必要である。また、維持管理費は、使用者間の負担の公平

性が求められる。

（３）適正な下水道使用料の設定

①原価主義

下水道使用料は、「能率的な管理の下における適正な原価をこえないものであ

ること」（下水道法第 20 条）を原則とする。

②下水道使用料改定による回収率の考え方

現状の下水道使用料収入は、汚水処理費の約 3 分の 1 の不足額をもたらして

いるが、引き続き回収率は独立採算制の原則を踏まえ、長期的には 100％を目標

とし、中期的には多摩 26 市平均の水準を目指し努力をすべきである。

３ 今後の推移

（１）維持管理費と資本費の推移

維持管理費については平成 23 年度から平成 35 年度の間、約 12 億円から約

13 億円程度を推移しており、内容としては、下水道事業に係る人件費、事務費、

ポンプ場や下水道管の公共下水道施設の補修費、水再生センター施設関連の維

持管理費等である。

資本費は下水道管の建設事業に伴って借り入れた市債の償還金で、平成 23 年

度は約 20 億 5 千万円から平成 35 年度には約 3 億 5 千万円と下がっている。た

だし、今後、老朽化による下水道管の更新事業に伴って、市債で借り入れる金

額により、徐々に増えていくことと推測している。
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（２）下水道使用料と回収率の推移

下水道使用料は平成 23 年度から平成 24 年度にかけて、上昇している理由は

平成 23 年 10 月に下水道使用料の改定により収入が増えたことによるものであ

る。

平成 25 年度から平成 35 年度にかけては、一定程度の人口増を見込んでいる

が、節水型家電、節水型トイレ等の普及により横ばいとなると推測している。

回収率は平成 23 年度に 56.8％、平成 25 年度に 67.4％と回収率は、上昇し、

平成 31 年度には、105.6％と 100％超えて、その後平成 35 年度までは、さらに

上昇するという見込みである。これは資本費が少なくなり、下水道使用料を横

ばいと推測していることから、おのずと回収率が上昇し、良い方向にむかうこ

ととなるため、このまま事業を進めてもらいたい。

（３）一般会計繰入金の推移

一般会計繰入金は平成 23 年度には約 15 億 4 千万円で平成 24 年度は 11 億 6

千万円で徐々に減り、平成31年度からは基準外繰入金が必要なくなる。これは、

使用料が横ばいの収入で約 20 億円前後を推移するが、歳出の資本費が減ってい

くことにより、おのずと不用になっていくこととなる。

（４）全体の推移

下水道事業特別会計の健全化に向けて、支出の面からみると

① 維持管理費の見直し

② 公的資金補償金免除繰上償還「過去に高金利で借入れした市債の償還利子

を軽減する観点から、公営企業経営健全化計画を策定し、行財政改革に相

当程度資するものと認められた場合に、公的資金の繰上償還を行い、その

際の補償金が免除されるという、国の臨時特例措置」の実施により高金利

（5％以上）から低金利（1.20％～2.45％）への借換えにより約 19 億円の

削減

③ ポンプ場を廃止し自然流下方式への切替えによる維持管理費用の軽減

④ 内部管理コスト削減等

今後も進めていくことが必要である。

収入についても、今まで下水道使用料の改定を平成 19 年度、平成 23 年度に

実施し、排出量区分や料率の見直しと徴収率向上の取組により使用料の確保に

努め、持続可能な下水道サービスを提供しつづけてきている。

これら現状の推移から現行の下水道使用料金体系のままで、平成 31 年ごろま

でに、回収率は１００％を超えることとなるので、改めて見直しをする必要は

ない状況と判断する。

今後の長期的展望をすると昭和 49 年（1974 年）から造られた施設設備の老朽
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化に対しての更新事業により徐々に資本費が上昇していくと推測される。

また、市の一般会計からの繰入金についてその妥当性を検討し、また、使用

者区分構成の見直しとその利用料金収入の検討など、長期的展望を踏まえた下

水道事業を続けるために、早急に、企業会計手法をとりいれた財政収支を明ら

かにすることが肝要である。

次回以降に実施する下水道審議会の中において、適正な運営について検討す

ることが必要である。

Ⅲ 審議会委員の意見

審議会の中で各委員から様々な意見が出されたが、その主な意見を列挙した

ので、次回の審議会でも参考にされたい。

[現行料金体系に関するもの]

・市も様々な努力をしていて、その結果として良い方向に向かっている。

・資料から回収率が平成 31 年度には 100％を超えるので使用料を見直す必要は

ないと推測する。

・適正な下水道使用料の面から現状維持を要望する。

・汚水私費、雨水公費を堅持すべきである。

・現在、消費税も上がって、市民の生活もまだ上向いていないと感じる。

[料金改定の検討等に関するもの]

・公平、不公平の視点として、一つは回収率、もう一つは社会全体の人口構成、

産業構造も検証することが必要である。

・上水道の節水意識と下水道使用料の適正化について検討が必要である。

・回収率は、資本費をどう扱うかによって変わるので、留意されたい。

・下水道使用料を改定する場合には、「経済情勢」「市民の負担への配慮が必要」

は重要である。

・耐用年数に見合う公平な負担のありかたについて、今後、検討すべきである。

・下水道使用料のあり方については、再度、内容を検討する必要がある。

・東京都では小口化に対応して料金体系を改定している。

・水を殆ど使わない世帯の人が増えているので、その世帯への配慮した料金体

系を検討する必要がある。

・使用者の区分構成に合わせて使用料体系を検討しないと効果が上がらない可能性

がある。

[健全化等に関するもの]

・一般会計繰入金の会計基準を検討すべきであり、市の財政状況によって判断

すべきである。

・不明水については、今後も十分に注視していくべきである。

・管渠等の耐用年数が 50 年なのに対して、資本費である市債の償還が 30 年で
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あることを認識していることが重要である。

・長期的展望を踏まえた下水道事業を続けるために、企業会計手法による下水

道事業の経営実態即ち、施設整備費、維持管理費、減価償却費、運営経費等

を仕分け、把握するとともに収入元についても市の一般財源からの公費負担

（繰入金）等について明確にする必要がある。


